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適応と緩和
ー社会科学の立場からー

北海道大学公共政策大学院

吉田文和



温暖化は避けられない時代となった

• IPCC第4次評価報告書(2007年)は，人

為起源の温室効果ガスの増加が温暖化
の原因と断定した。

• 資源の枯渇問題よりも先に環境的制約
を解決しなければならない 。

• 温暖化の緩和策と適応策をとらねばな
らない。





日本国内の限界削減費用

• 日本国内の限界削減費用について，京
都大学が環境報告書などから得られた
数値をもとに計量分析を行った結果によ
れば，費用をかけている企業でも1トン
当たり2200円，一般的にはそれ以下で

あると推定される（京都大学経済研究所，
2007）



日本で排出削減が進まない
最大の問題

• 総排出量削減のための主要発生源・業
界ごとの削減数値目標が明確にされず，
環境税や排出量取引など削減方法と具
体的仕組みも確立されていないことであ
る。個別目標と具体的な手段がなけれ
ば，全体の目標が達成できないのはい
うまでもない。



日本の企業に制約になっていない

• 京都大学経済研究所の調査（2006）によれ
ば，2005年度に目標値を持っている企業は
回答社の約2割、限界削減費用を把握してい
る企業は回答企業全体の4.5%にすぎず
（2006年度は各々58%,25%に上昇している），

日本の企業にとって温室効果ガス削減が現
段階では制約条件になっていないことは明ら
かである。



部門別課題と方法の検討

• 産業部門

• エネルギー部門（再生可能エネ）

• 原子力をどう位置づけるか

• 交通部門　公共交通体系

• 家庭・事務所

• 海外協力



2050年半減へ向けての課題

• 2050年に世界で温室効果ガス半減のために
は、途上国の排出増加を考えれば、先進諸
国は７０％以上削減しなければならない。

• そのためには、抜本的技術革新と制度改革
が不可欠

• また中国やインドとの省エネ協力が課題。

• 経済と環境の分野で協力の成果と実績を上
げることを通じてこそ世界平和への政治的協
力の基礎が生まれるのである。



理念・枠組み・戦略

• 気候安全保障基本法

• 50年までの長期削減目標と20年中期目標

• 環境税の導入

• 排出量取引制度

• 技術革新促進と低炭素社会普及制度

• 政策統合（気候安全保障政策・技術革新政
策・競争力政策・雇用政策）



「福田ビジョン」の実現可能性

• 50年までの長期目標として温室効果ガス排
出量を現状比60―80％削減

• 国内排出量取引を今秋に試験的実施

• 環境税を含め、税制全般を横断的見直し

• 太陽光発電導入量を30年に現状比40倍に

引き上げ

• 地球温暖化対策の多国籍基金に最大12億ド

ル拠出





２０１５年以前に建てられた中国とインドの
石炭火発からの排出CO2
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今後１０年間に建てられる追加施設が技術の型を決めて2050年
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Source: IEA, 
WEO 2007



世界のエネルギー関係の
CO2 排出
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世界の排出はこのままでは、 57%増加するが、別の選択肢の政
策シナリオでは平準化する

Source: IEA, WEO 2007



EUのエネルギー政策目標

• 先進国による温室効果ガス排出を2020年ま
でに30%削減する。EUは少なくとも20%削減
することをすでに約束しており，さらに満足の
いく世界的な協定によって，この削減幅を増
大させる。

• 2020年までにエネルギー効率を20%改善す
る。

• 2020年までに再生可能エネルギーの比率を
20%まで増加させる。

• 2020年までに運輸燃料におけるバイオ燃料
を10%にまで引き上げる。



ＥＵの温暖化対応戦略

• 温暖化対策で大胆な数値目標を掲げ，「経済
発展のあり方を変え，世界的な環境革命をリー
ド」するという長期戦略である。すなわち，こ
れは気候変動政策・技術革新政策・競争力
政策の３大柱を統合することによって，環境
負荷を下げながら「生活の質」を高め，雇用を
創出して競争力をつけつつ，「サステナブル
な成熟社会」を目指そうとするものである。



京都議定書を超えて
豊かな「低炭素社会」への道

• 京都議定書を超えて，豊かな「低炭素社会」
の構想をどのように描くことができるかを，我々
は問われている。まさしく，ここで

• 「制約なくして発展なし」（Limitation creates 
Innovation），「必要は発明の母」を想起すべ
きである。

• 日本のアジアにおける省エネ環境協力への
役割は大きい。
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